
証券コード　3482

2018年３月14日

株　主　各　位
東京都中央区銀座二丁目６番 1 6号

ロードスターキャピタル株式会社
代表取締役社長 岩 野 達 志

第６回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第６回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2018年３月28日(水曜日)午後

６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2018年３月29日(木曜日)午前10時
２．場 所 東京都中央区京橋三丁目１番１号

東京スクエアガーデン　５階　東京コンベンションホール
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第６期(2017年１月１日から2017年12月31日まで)事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第６期(2017年１月１日から2017年12月31日まで)計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 取締役の報酬額内訳改定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト(アドレス　
https://loadstarcapital.com)に掲載させていただきます。
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(提供書面)

事　 業　 報　 告

( 2017年 1月 1日から
2017年12月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

2017年におけるわが国の経済は、世界経済の緩やかな回復による輸出の

増加や好調な企業業績、それに伴う雇用・所得環境の改善を背景とした底

堅い個人消費に牽引され堅調に推移いたしました。一方で、米連邦準備理

事会による金利引上げや、北朝鮮問題・中東情勢等の地政学リスクなど世

界経済への影響が不透明な状況があります。

当社グループが属する不動産及び不動産金融業界におきましては、日本

銀行の金融緩和政策が継続し、金融機関の積極的な融資姿勢が継続してい

るため資金調達環境が良好であり、物件取得意欲は依然として旺盛なもの

となっております。三鬼商事㈱の 新オフィスビル市況(2017年12月時点)

によれば、都心5区(千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区)の既存オフ

ィスビルの空室率は3.02％と引き続き低位で推移しており、坪当たり平均

賃料についても18,964円と48か月連続の上昇となっております。また、一

般社団法人日本不動産研究所の2017年末の研究報告によれば不動産市場の

過熱感を示す兆候はなく、引き続き良好なマーケットが継続する模様です。

なお、㈱矢野経済研究所「国内クラウドファンディング市場の調査を実

施(2017年)」(2017年9月7日発表)

(ご参考：当該URL　https://www.yano.co.jp/press/pdf/1730.pdf)

によると、国内のクラウドファンディング市場規模は、高い成長率で拡大

しており、2017年度の市場規模は前期比46.2％増の1,090億400万円となる

見込みです。

こうした環境の中、当社グループでは、コーポレートファンディング事

業において、当社の注力市場である東京都心の数億円～30億円程度の中規

模オフィス等への投資によって自己保有資産残高の拡大を図りました。ま

た、不動産保有会社へ貸付を行うクラウドファンディング事業においても

投資家会員数と累積投資金額が増加いたしました。
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これらの活動の結果、売上高8,794百万円(前連結会計年度比88.7％増)、

営業利益1,364百万円(同81.9％増)、経常利益1,189百万円(同69.1％増)、

親会社株主に帰属する当期純利益794百万円(同69.5％増)となりました。

主要なサービス別の概況は以下のとおりであります。なお、当社グルー

プは単一セグメントであるため、セグメントごとに記載しておらず、サー

ビス別に区分して記載しております。

a. コーポレートファンディング事業

イ．不動産投資事業

8物件を売却した結果、不動産投資売上は7,762百万円(前連結会計年度

比92.0％増)となりました。

ロ．不動産賃貸事業

新規8物件を取得し自己保有物件を増加させた結果、不動産賃貸売上は

965百万円(同62.7％増)となりました。

b. クラウドファンディング事業

営業貸付金を1,167百万円(同396.8％増)まで増加させた結果、クラウド

ファンディングの売上は65百万円(同827.3％増)となりました。

c. その他事業

アセットマネジメント売上等で1百万円となりました。

事業別売上高

事 業 区 分

第 5 期
(2016年12月期)
(前連結会計年度)

第 6 期
(2017年12月期)
(当連結会計年度)

前連結会計年度比
増減

金 額
(百万円)

構成比
( ％ )

金 額
(百万円)

構成比
( ％ )

金 額
(百万円)

増減率
( ％ )

コ ー ポ レ ー ト フ ァ ン デ ィ ン グ
( 不 動 産 投 資 ) 事 業

4,041 86.7 7,762 88.3 3,721 92.0

コ ー ポ レ ー ト フ ァ ン デ ィ ン グ
( 不 動 産 賃 貸 ) 事 業

593 12.7 965 11.0 372 62.7

ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ ン グ 事 業 7 0.2 65 0.7 58 827.3

そ の 他 事 業 17 0.3 1 0.0 △16 △93.5

合 計 4,659 100.0 8,794 100.0 4,134 88.7

－ 3 －



②　資金調達の状況

当社は、コーポレートファンディング事業の拡大による安定した収益の

確保と保有資産の着実な成長による事業の安定化を図るために、市場環境

に応じて効率的な財務戦略を立案し実行しております。当連結会計年度

においては、主に物件の購入に充てるために8,109百万円の借入を行って

おります。

また、当社は2017年9月28日をもって㈱東京証券取引所マザーズ市場に上

場いたしました。この株式上場にあたり、2017年9月27日に公募増資により

740,000株の新株式を発行し、1,239百万円の資金調達を行いました。また、

2017年10月30日に第三者割当増資により165,000株の新株式を発行し、276

百万円の資金調達を行いました。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 4 期

(2015年12月期)
第 5 期

(2016年12月期)

第 6 期
(当連結会計年度)
(2017年12月期)

売 上 高(百万円) 2,992 4,659 8,794

経 常 利 益(百万円) 688 703 1,189

親会社株主に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

(百万円) 442 468 794

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 109.27 55.32 88.66

総 資 産(百万円) 6,218 14,286 21,979

純 資 産(百万円) 1,610 2,180 4,557

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 152.89 256.73 436.17

(注)1. 2015年3月14日開催の取締役会決議により、2015年3月14日付で株式1株につき100株

の株式分割を、また、2016年8月31日開催の取締役会決議により、2016年8月31日付

で株式1株につき100株の株式分割を行っておりますが、2015年12月期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益金額を

算定しております。また、2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月

15日付で株式1株につき2株の株式分割を行っておりますが、当該株式分割について

は2016年12月期の期首に行われたと仮定し、1株当たり当期純利益金額及び1株当た

り純資産額を算定しております。

2. 当社は、2014年12月期については連結計算書類を作成していないため、2014年12月

期における企業集団の財産及び損益の状況については記載しておりません。
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② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 3 期

(2014年12月期)
第 4 期

(2015年12月期)
第 5 期

(2016年12月期)

第 6 期
(当事業年度)
(2017年12月期)

売 上 高(百万円) 756 2,988 4,652 8,729

経 常 利 益(百万円) 201 681 680 1,081

当 期 純 利 益(百万円) 122 440 466 767

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 390,645.11 108.79 55.07 85.73

総 資 産(百万円) 3,231 6,023 13,929 19,743

純 資 産(百万円) 664 1,609 2,176 4,527

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 568,457.21 152.62 256.34 433.33

(注)1. 2015年3月14日開催の取締役会決議により、2015年3月14日付で株式1株につき100株

の株式分割を、また、2016年8月31日開催の取締役会決議により、2016年8月31日付

で株式1株につき100株の株式分割を行っておりますが、2015年12月期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益金額を

算定しております。また、2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月

15日付で株式1株につき2株の株式分割を行っておりますが、当該株式分割について

は2016年12月期の期首に行われたと仮定し、1株当たり当期純利益金額及び1株当た

り純資産額を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

ロードスターファンディング株式会社 25百万円 100.0％ 貸金業
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(4) 対処すべき課題

当社グループが現在対処すべき課題は、以下のとおりであります。

① 経営基盤となるコーポレートファンディング事業の持続的な成長

a. 安定的な経営基盤の確立

当社は、不動産賃貸収入で会社固定費を賄うべく不動産保有資産残高を

増加させることにより、安定的な経営基盤の確立を目指しております。ま

た、新規取得と合わせて適度に案件を入れ替えることで、投資ノウハウを

社内に蓄積し、案件ごとの利益率の向上を図るとともに、事業成長促進を

意識した投資ポートフォリオの運用を行ってまいります。現在の状況で

は、不動産市場における良好な資金調達環境や空室率の低下などから、当

社がターゲットとする規模の物件取得環境は引き続き楽観できない状況

が続くものと考えられますが、当社の強みであるスピーディーな意思決定

と円滑な契約事務処理能力、及び当社独自のネットワークと仲介会社との

連携を駆使して、取得する物件の規模を徐々に大きくしていく方針であり

ます。

b. 仕入体制の強化・維持

当社の主な投資領域である東京23区は限られた範囲であることから、他

社との厳しい競争の中でいかに早く情報収集を行いその情報に対してス

ピーディーな対応ができるかが重要と考えております。当社グループで

は、過去に数十から数百の物件の取得・管理・売却の経験を有する当社メ

ンバーが、当該経験に基づきデューデリジェンスから意思決定まで迅速に

行うことで対応しておりますし、今後もこの体制を維持しつつ、優秀な人

材の補充や業務にかかる知識と経験、投資ノウハウの蓄積等によって、そ

の強化に努めてまいります。

c. 不動産情報の強化

当社グループの強みは不動産業界における経験が豊富なメンバーが有

する人的ネットワークですが、今後の継続的な成長を図るためにもさらな

る情報ルートやネットワークの強化が必要不可欠であります。そのため、

既存情報提供元との良好な取引関係を維持するとともに、情報ルートの多

様化、強化に努め、引き続き優良な情報の確保を進める方針であります。
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d. 付加価値の向上

不動産市場においては、適切な管理運営がなされていないために割安と

なっている物件があります。当社ではそうした物件を取得し、物件そのも

のの価値を高めるための改修工事、適切なリーシング(空室のある物件に

対してテナントを誘致することや周辺賃料に比した適正賃料への契約改

定)を行うことによる稼働率の上昇、及び、管理コストの低減等に努める

ことで、物件の付加価値を高め、更なる収益増加に積極的に努めてまいり

ます。

② 不動産市場の個人への開放を目的とした事業等

当社は、「不動産とテクノロジーの融合が未来のマーケットを切り開

く」という経営理念を掲げ、不動産投資市場をITの力で個人投資家に開放

していくことに取り組んでおります。具体的には、クラウドファンディン

グサービスとAIを利用したオフィス価値算定プログラムを提供しており

ます。

a. クラウドファンディング事業

現在の不動産市場において、個人投資家の投資選択肢としては、J-REIT

若しくは不動産への直接投資しかありませんがそれぞれ投資資金や利回

りに一長一短があります。当社グループはこの問題を解決するため貸付

型クラウドファンディングサービスを提供しており、さらに、エクイティ

投資型クラウドファンディングサービスの提供を開始する予定です。

クラウドファンディングサービスの対処すべき課題としては、投資家会

員数と累積投資金額の拡大が挙げられます。この課題を解決するため、マ

ーケティング活動を強化し、システムの増強をいたしました。また、メデ

ィアへの露出やセミナーの実施を通じてクラウドファンディング市場と

当社のクラウドファンディング商品である『OwnersBook』の認知度の向上

に力を入れております。

b. AIを利用したオフィス価値査定プログラム

当社は、不動産仲介会社向けに人工知能(AI)によるオフィス価値査定サ

ービス『AI-Checker』をリリースしておりますが、精度向上のためのデー

タが不足しております。オフィス不動産市場は公開情報が少なく、個人投

資家が参入しづらい市場と言われておりますが、今後はさらなる情報の蓄

積を行うことによりサービスの精度を高め、将来的には個人投資家でもオ
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フィスの適正価値を知ることができる環境を整えることで、不動産投資マ

ーケットの活性化と健全な発展に寄与する所存です。

③ その他不動産関連サービスの継続

日本の不動産に興味を持っている海外投資家が多数いるものの、海外向

けに不動産情報の提供サービスを行っているのは主に大手不動産会社で

あり、各社の窓口も比較的少ないことから需要に供給が追いついていない

状況であります。当社は、海外の投資ファンドや外資系アセットマネジメ

ント会社に勤務経験を有するメンバーを多数擁しており、海外投資家への

不動産関連サービスに強みがあるため、今後も引き続き海外投資家や海外

投資家とのネットワークを多く抱える会社を取引先として、収益獲得を目

指してまいります。

また、アセットマネジメント以外の不動産仲介及びコンサルティングと

いった業務についても、これまでの不動産ビジネスに関する知識と経験を

活かし、継続して携わってまいります。

④ 人材の確保・育成について

当社グループの持続的な発展のためには、優秀な人材の確保が必要であ

ります。このため、優秀な人材の採用を強化することはもちろんのこと、

優秀な人材の流出を防ぐために、福利厚生制度の充実等や新しい人材を育

成する教育制度の整備に努めてまいります。

⑤ 内部管理体制の強化について

当社は、内部管理体制も小規模なものになっております。一方、これか

らもより一層かつ急速な事業拡大を見込んでおり、求められる機能も急速

に拡大しております。今後も、営業、システム、広報、法務等、それぞれ

の分野でコア人材となりうる高い専門性や豊富な経験を有している人材

を引き続き採用するとともに、さらなる内部管理体制の強化を図ること

で、より一層のコーポレート・ガバナンスの充実に努めてまいります。
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(5) 主要な事業内容(2017年12月31日現在)

事 業 区 分 事 業 内 容

コーポレートファン
デ ィ ン グ 事 業

東京23区を中心とした中規模オフィスビル等の不動産
売買、賃貸、管理

ク ラ ウ ド フ ァ ン
デ ィ ン グ 事 業

クラウドファンディングを通じた一般投資家からの出
資の募集、出資された金銭による不動産を担保とした
法人貸付、及びその管理

そ の 他 事 業
不動産仲介、コンサルティング、及び不動産アセット
マネジメント

(6) 主要な営業所(2017年12月31日現在)

①　当社

本 社 東京都中央区

②　子会社

ロードスターファンディング株式会社 東京都中央区

(7) 使用人の状況(2017年12月31日現在)

　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

31(2)名 8名増 46.9歳 1.9年

(注) 使用人数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外か

ら当社グループへの出向者を含む。)であり、パート及び嘱託社員は(　)内に年間の

平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況(2017年12月31日現在)

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,650百万円

西 武 信 用 金 庫 3,971

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 1,638

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,123

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 827
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(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、2017年9月28日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しておりま

す。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況(2017年12月31日現在)

①　発行可能株式総数 15,000,000株

②　発行済株式の総数 10,448,000株

③　株主数 2,800名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

R E N R E N  L I A N H E  H O L D I N G S 3,820千株 36.5％

岩 野 　 達 志 1,680 16.0

森 田 　 泰 弘 1,510 14.4

中 　 川 　 　 　 由 紀 子
( 戸 籍 上 の 氏 名 : 佐 藤  由 紀 子 )

340 3.2

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 203 1.9

野 村 證 券 株 式 会 社 179 1.7

久 保 　 直 之 140 1.3

株 式 会 社 カ カ ク コ ム 108 1.0

松 井 証 券 株 式 会 社 100 0.9

日本トラスティ・サービス信託
銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 )

98 0.9

(2) その他株式に関する重要な事項

① 当社は、2017年9月28日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしまし

た。上場にあたり、2017年9月27日を払込期日とする公募増資及び2017年10

月30日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連して

行う第三者割当増資による新株式発行により、発行済株式の総数は905,000

株増加しております。

② 2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月15日付で株式1株に

つき2株の株式分割を行いました。これにより発行済株式総数は5,214,000

株増加しております。
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(3) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

第 1 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年11月30日

新 株 予 約 権 の 数 20個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 40,000株
(新株予約権１個につき2,000株)

新株予約権の払込金額 新株予約権1個当たり　　5,580円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり
625,580円

　　　　(1株当たり　312.79円)

権 利 行 使 期 間
2016年12月 1日から
2026年11月30日まで

行 使 の 条 件 (注)

役 員 の
保有状況

取 締 役
新株予約権の数　　　　　  20個
目的となる株式数　　　40,000株
保有者数　　　　　　　 　　1名

(注) 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使

時において、当社の役職員及び業務委託先(但し、当社取締役会の決議にて認

められた委託先に限る。)その他これに準ずる地位(以下、「権利行使資格」と

いう。)を保有していることとする。但し、任期満了による退任、定年退職、

又はその他権利行使資格を喪失した場合で当社取締役会の承認を得た場合は

この限りではない。

(2) 新株予約権者が、当社の取締役会の事前の承諾なくして、他社の役職員に就任

し、若しくは就任することを承諾した場合又は当社の事業と直接的若しくは間

接的に競合する事業を営んだ場合には、新株予約者は新株予約権を行使するこ

とはできない。

(3) 新株予約権者に法令又は当社の内部規律に対する重大な違反行為があった場

合、新株予約権者は新株予約権を行使することはできない。

(4) 新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行

使することはできない。

(5) 新株予約権の1個を分割して行使することはできない。

(6) 2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月15日付で普通株式１株

につき２株の株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的とな

る株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」
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が調整されております。

(7) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当

を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによ

る。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予

約権の状況

該当事項はありません。

(4) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況(2017年12月31日現在)

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 岩 野 達 志 当社運用本部長、ロードスターフ
ァンディング㈱代表取締役社長

代 表 取 締 役 副 社 長 森 田 泰 弘 当社営業本部長、ロードスターフ
ァンディング㈱代表取締役副社長

取 締 役
中　川　由紀子
( 戸 籍 上 の 氏 名 :
佐 藤 由 紀 子 )

当社管理本部長

取 締 役
ジ ェ イ ム ズ ・
ジ エ ン ・ リ ウ

Renren Inc. COO

常 勤 監 査 役 田 中 　 宏

監 査 役 有 泉 　 毅

監 査 役 上 埜 喜 章

(注)1. 取締役ジェイムズ・ジエン・リウ氏は、社外取締役であります。

2. 監査役有泉毅氏及び監査役上埜喜章氏は、社外監査役であります。

3. 監査役上埜喜章氏は、公認会計士試験に合格し、監査法人及び金融機関に勤務し

ておりましたため、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

4. 当社は、監査役有泉毅氏及び監査役上埜喜章氏を東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423

条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、年額報酬の2年分の合計金額又は法令の定

める 低責任限度額とのいずれか高い額としております。なお、当該責任

限定が認められるのは、当該社外監査役が責任原因となった職務の遂行に

ついて善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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③　取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
(う　ち　社　外　取　締　役)

3名
(-)

70百万円
(-)

監 査 役
(う　ち　社　外　監　査　役)

3
(2)

8
(3)

合 計
( う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 )

6
(2)

79
(3)

(注)1. 取締役の報酬限度額は、2017年6月15日開催の臨時株主総会において、年額200百万

円以内と決議いただいております。

2. 監査役の報酬限度額は、2017年6月15日開催の臨時株主総会において、年額30百万

円以内と決議いただいております。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の兼職状況

区 分 氏 名 兼 務 先 及 び 兼 職 内 容 兼 務 先 と 当 社 と の 関 係

取締役
ジェイムズ・
ジエン・リウ Renren Inc. COO 当社大株主の親会社。取引

関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役
ジェイムズ・
ジエン・リウ

当事業年度開催の取締役会には、28回中28回出席

し、主に会社経営経験の観点から、適宜発言を行

っております。

監査役 有 泉 　 毅

当事業年度開催の取締役会28回中28回、監査役会

12回中12回出席し、長年のビジネス経験及び会社

経営経験の観点から、適宜発言を行っておりま

す。

監査役 上 埜 喜 章

当事業年度開催の取締役会28回中28回、監査役会

12回中12回出席し、監査法人及び金融機関で培っ

た経験から、適宜発言を行っております。
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(5) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

13

(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質

的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額に

はこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び

報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行

ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務

(非監査業務)である新規株式公開に伴うコンフォートレターについての対

価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由

を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制システム

構築の基本方針」を定めており、当該方針に基づき内部統制システムの運用

を行っております。当該方針の内容は以下のとおりであります。

a 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

イ. 取締役の職務の執行にかかる情報は、社内規程の定めの他、法令・定款

に従い適切に保管・管理する体制を構築しております。

ロ. 保管・管理されている情報は、取締役及び監査役から要請があった場合

は適時閲覧可能な状態を維持しております。

b 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

損失の危険の管理に関する体制は、社内外の情報が集まる取締役会におい

て、リスクの認識・評価・予防策・対応策の検討及び実施を行います。また、

必要に応じて各部署の担当者を取締役会に出席させ、リスクの識別と評価に

関して報告を実施いたします。

c 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

イ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、原則毎月

1回の定時取締役会の開催の他、必要に応じて随時開催する臨時取締役会

を開催することにより、業務執行に関わる意思決定を行っております。

ロ. 業務執行に関しては、社内規程により権限と責任を定めており、必要に

応じて随時見直しを行っております。

d 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

イ. 当社においては取締役の職務執行を監督する取締役会及び監査する権限

を持つ監査役会を設置し、社外役員(社外取締役又は社外監査役)を選任

することにより、取締役の職務の執行について厳正な監視を行い、取締

役の職務の執行が法令、定款及び社内規程に適合することを確保してお

ります。

ロ. 内部監査室を設置し、当社及び子会社も含めた当社グループ全体に対し

て法令、定款及び社内規程の遵守状況の監査、問題点の指摘及び改善策

の提案等を行っております。
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e 当社の子会社の取締役、従業員の職務の執行に係る事項の当社への報告に

関する体制

当社の子会社に取締役として当社の取締役を兼任させることで職務執行の

状況について随時把握するとともに、当社の取締役会で子会社の職務執行の

状況について当該取締役が報告を行っております。

f 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査役会又は監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場

合は、監査役を補助する使用人として、必要な人員を配置します。

g 監査役を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役を補助する使用人の独立性を確保するために、監査役を補助する使

用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の同意を得るものと

します。

h 監査役を補助する使用人に対する監査役からの指示の実効性の確保に関す

る事項

イ. 監査役の業務を補助すべき使用人に対する指揮権は、監査役が指定する

補助すべき期間中は、監査役に移譲されるものとし、代表取締役の指揮

命令は受けないものとしております。

ロ. 前項の内容を当社の役員及び使用人に周知徹底しております。

i 当社グループにおいて、取締役及び使用人が監査役に報告をするための体

制その他の監査役への報告に関する体制

イ. 監査役及び社外監査役は、取締役会に出席して重要事項等の報告を受け

ております。

ロ. 当社グループにおいて、役員及び使用人は会社に著しい損害を及ぼすお

それがある事実を発見したときは直ちに当社の監査役に報告するものと

します。
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j 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを

受けないことを確保するための体制

イ. 当社は、監査役に報告したことを理由として、当該報告を行った役員及

び使用人に対しいかなる不利益な取り扱いを行ってはならないものとし

ております。

ロ. 前項の内容を当社の役員及び使用人に周知徹底しております。

k 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

イ. 監査役は、必要に応じて弁護士、公認会計士、その他の外部専門家を活

用し、費用を支出する権限を有します。

ロ. 監査役がその職務の執行について費用の支出の請求をしたときは、当該

請求に係る費用が監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合

を除き、速やかに支払うものとします。

l 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 代表取締役は、監査役と可能な限り会合を持ち、取締役会での業務報告

とは別に会社運営に関する意見交換ほか、意思疎通を図るものとします。

ロ. 監査役は定期的に会計監査人、内部監査室と協議の場を設け、実効的な

監査を行うための情報交換を行うものとします。

m 反社会的勢力を排除するための体制

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは

決して関わりを持たず、不当な要求に対しては弁護士や警察等とも連携し毅

然とした姿勢で対応しております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当

初から、内部統制システムの整備及び運用状況について内部監査室を中心に

継続的に監査を実施しており、代表取締役にその内容を報告しております。

また、監査の結果判明した問題点については、是正措置を講じ、より適切な

内部統制システムの構築・運用に努めております。

－ 18 －



なお、当社の取締役会は、取締役4名で構成されており、その取締役会には

取締役及び監査役が出席して、各取締役から業務執行状況の報告が行われる

とともに、重要事項の審議・決議を行っております。

議場において社外取締役は、独立した立場から決議に加わるとともに、経

営の監視・監督を行っており、各監査役についても同様に経営の監査を行っ

ております。

４．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は2017年9月28日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。

当社は、収益力の強化や事業基盤の整備を実施しつつ、将来の事業拡大のため

に必要な内部留保とのバランスを図りながら、配当性向15％を目安として配当

による株主への利益還元を安定的かつ継続的に実施する方針であります。

内部留保につきましては、クラウドファンディング事業の拡大のためのマー

ケティング費用、コーポレートファンディング事業における投資資金、人材採

用および管理システムの強化など経営基盤の強化・拡充に役立てることとし、

将来における株主の利益確保のために備えてまいります。

なお、剰余金の配当を行う場合、年1回の期末配当を基本方針としており、期

末配当の決定機関は株主総会となっております。また、当社は、会社法第454条

第5項に規定する中間配当制度を採用しており、中間配当を取締役会の決議によ

って行うことができる旨を定款に定めております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2017年12月31日現在)
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資  産  の  部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 貸 付 金

販 売 用 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

21,849

4,615

1,167

15,987

14

64

130

5

5

0

11

8

3

112

10

1

101

( 負  債  の  部 )

流 動 負 債 1,105

短 期 借 入 金 50

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

452

未 払 法 人 税 等 255

そ の 他 347

固 定 負 債 16,316

長 期 借 入 金 12,757

匿名組合出資預り金 2,989

そ の 他 569

負 債 合 計 17,421

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 4,557

資 本 金 1,330

資 本 剰 余 金 1,320

利 益 剰 余 金 1,905

新 株 予 約 権 0

純 資 産 合 計 4,557

資 産 合 計 21,979 負 債 純 資 産 合 計 21,979
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連 結 損 益 計 算 書

( 2017年 1月 1日から
2017年12月31日まで )

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 8,794

売 上 原 価 6,837

売 上 総 利 益 1,957

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 592

営 業 利 益 1,364

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 保 険 金 13

消 費 税 差 額 3

そ の 他 0 16

営 業 外 費 用

支 払 利 息 132

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 25

支 払 手 数 料 23

そ の 他 10 191

経 常 利 益 1,189

匿 名 組 合 損 益 分 配 前
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,189

匿 名 組 合 損 益 分 配 額 66

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,123

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 337

法 人 税 等 調 整 額 △8 328

当 期 純 利 益 794

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 794
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連結株主資本等変動計算書

( 2017年 1月 1日から
2017年12月31日まで )

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金
株 主 資 本
合 計

当連結会計年度期首残高 549 539 1,111 2,200

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 781 781 － 1,562

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 794 794

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
( 純 額 )

－ － － －

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 781 781 794 2,356

当連結会計年度末残高 1,330 1,320 1,905 4,557

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

新株予約権 純資産合計
繰延ヘッジ
損 益

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △21 △21 0 2,180

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 － － － 1,562

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － 794

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
( 純 額 )

21 21 △0 21

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 21 21 △0 2,377

当連結会計年度末残高 － － 0 4,557
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連結注記表

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　1社

・主要な連結子会社の名称　　　ロードスターファンディング株式会社

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のないもの：移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しております。なお、賃貸中の販売用不動産については

有形固定資産に準じて減価償却を行っております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物並びに2016年4月1日以降に取得し

た附属設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は3年

から8年であります。

ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(5年)に基づいております。

－ 23 －



③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、当

社の資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。

繰延資産の処理方法

株式交付費・・・支出時に全額費用として処理しております。

2．追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平

成28年3月28日)を当連結会計年度から適用しております。

3．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

販売用不動産 15,393百万円

②　担保に係る債務

1年内返済予定の長期借入金 452百万円

長期借入金 12,757百万円

計 13,209百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5百万円
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4．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,448,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の
総 額

1株当たり
配 当 額

基 準 日
効 力
発 生 日

2018年
3月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 114百万円 11円

2017年
12月31日

2018年
3月30日

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。)の目的となる株式の種類及び数

普通株式 180,000株

5．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資

金調達については、銀行等の金融機関からの借入により資金を調達しております。

デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、内部管理規程

に従い、実需の範囲で行うこととしております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である営業貸付金は顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は非上場株式であるため市場価格変動リスクはありませんが、発行

体の信用リスクに晒されております。

匿名組合出資預り金はクラウドファンディング事業において投資家が出資した金

銭等であり、流動性リスクに晒されております。

借入金は、主に不動産投資物件の取得のための調達を目的としたものであり、

終返済期日は、決算日後で 長49年後であります。借入金は、金利の変動リスクに

晒されております

デリバティブ取引は、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的とし

た取引であります。
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③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、顧客ごとの期日管理、残高管理及び担保となる不動産に

根抵当権を設定することによりリスク低減を図っております。

投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握することにより

管理しております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた管理規程に従い、

担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管

理

借入金については担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。匿名組合出資預り

金については匿名組合契約にも基づき資金繰計画を作成・更新するとともに、分

別管理や手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動価格を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2017年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 4,615百万円 4,615百万円 －百万円

営 業 貸 付 金 1,167 1,167 0

資 産 計 5,782 5,782 0

長 期 借 入 金  ( * ) 13,209 13,209 －

負 債 計 13,209 13,209 －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 △25 △25 －

(*) 長期借入金は、1年内返済予定の長期借入金と長期借入金の合計額を記載しておりま

す。
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(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

現金及び預金

現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

営業貸付金

当社では、営業貸付金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利

回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

負債

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

金利関連

(単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額
契約額等の
うち1年超

時価

市場取引以外の取引
金利スワップ取引
変動受取・固定支払

339 324 △25

合計 339 324 △25

(注) 時価の算定方法：取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分
連結貸借対照表計上額
(2017年12月31日)

非上場株式 10

匿名組合出資預り金 2,989

(注) 非上場株式及び匿名組合出資預り金については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。
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6．1株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 436円17銭

(2) 1株当たり当期純利益 88円66銭

(注) 2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月15日付で株式1株につき2株

の株式分割を行っておりますが、2017年12月期の期首に当該分割が行われたと仮定

し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

7．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

(2017年12月31日現在)
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資  産  の  部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

19,563

3,497

15,987

25

19

14

19

180

5

5

0

11

8

3

162

10

50

38

1

63

( 負  債  の  部 )

流 動 負 債 1,641

短 期 借 入 金 50

関係会社短期借入金 180

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

452

1年内返済予定の
関係会社長期借入金

371

未 払 金 94

未 払 費 用 54

未 払 法 人 税 等 240

前 受 金 64

預 り 金 21

そ の 他 111

固 定 負 債 13,574

長 期 借 入 金 12,757

関係会社長期借入金 247

そ の 他 569

負 債 合 計 15,215

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 4,527

資 本 金 1,330

資 本 剰 余 金 1,320

資 本 準 備 金 1,320

利 益 剰 余 金 1,876

その他利益剰余金 1,876

繰越利益剰余金 1,876

新 株 予 約 権 0

純 資 産 合 計 4,527

資 産 合 計 19,743 負 債 純 資 産 合 計 19,743
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損　益　計　算　書

( 2017年 1月 1日から
2017年12月31日まで )

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 8,729

売 上 原 価 6,837

売 上 総 利 益 1,892

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 596

営 業 利 益 1,295

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 保 険 金 13

そ の 他 0 13

営 業 外 費 用

支 払 利 息 169

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 25

支 払 手 数 料 23

そ の 他 10 228

経 常 利 益 1,081

税 引 前 当 期 純 利 益 1,081

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 321

法 人 税 等 調 整 額 △8 313

当 期 純 利 益 767
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株主資本等変動計算書

( 2017年 1月 1日から
2017年12月31日まで )

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

株 主 資 本
合 計資本準備金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 549 539 539 1,108 1,108 2,197

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 781 781 781 － － 1,562

当 期 純 利 益 － － － 767 767 767

株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

－ － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 781 781 781 767 767 2,330

当 期 末 残 高 1,330 1,320 1,320 1,876 1,876 4,527

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
繰延ヘッジ損益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △21 △21 0 2,176

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － 1,562

当 期 純 利 益 － － － 767

株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

21 21 △0 21

当 期 変 動 額 合 計 21 21 △0 2,351

当 期 末 残 高 － － 0 4,527
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個別注記表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定)を採用しております。なお、賃貸中の販売用不動産については有形固定

資産に準じて減価償却を行っております。

(4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物並びに2016年4月1日以降に取得した

附属設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　　　　6～8年

工具、器具及び備品　3～6年

②　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(5年)に基づいております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。
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(6) その他計算書類の作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、当

社の資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。

②　繰延資産の処理方法

株式交付費・・・支出時に全額費用として処理しております。

2．追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平

成28年3月28日)を当事業年度から適用しております。

3．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

販売用不動産 15,732百万円

②　担保に係る債務

関係会社短期借入金 180百万円

1年内返済予定の長期借入金 452百万円

1年内返済予定の関係会社長期借入金 371百万円

長期借入金 12,757百万円

関係会社長期借入金 247百万円

計 14,008百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分したものを除く)

短期金銭債権 0百万円

短期金銭債務 0百万円

4．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 5百万円

営業取引以外の取引高 36百万円
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5．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

6．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税 14百万円

繰延税金資産(流動)合計 14百万円

繰延税金資産(固定)

減価償却超過額 0百万円

資産除去債務 0百万円

繰延税金資産(固定)合計 1百万円

繰延税金資産合計 15百万円

7．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との
関 係

取引内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子 会 社
ロードスター
ファンディング
株 式 会 社

所有
直接　 100.0％

資金貸借取引

資金の借入
(注)3

987

関 係 会 社
短期借入金

180

1年内返済
予 定 の
関 係 会 社
長期借入金

371

関 係 会 社
長期借入金

247

事務手数料
及びアレン
ジメントフ
ィーの支払

5
前 払 費 用 0

長期前払費用 0

利息の支払 36 未 払 費 用 0

(注) 1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

一般の取引条件と同等に決定しております。

3. 借入に際しては、当社が保有する販売用不動産を担保として提供しております。

8．1株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 433円33銭

(2) 1株当たり当期純利益 85円73銭

(注) 2017年11月15日開催の取締役会決議により、2017年12月15日付で株式1株につき2株

の株式分割を行っておりますが、2017年12月期の期首に当該分割が行われたと仮定し、

1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益金額を算定しております。

9．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年２月15日

ロードスターキャピタル株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 井 勇 治 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 井 淳 一 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ロードスターキャピ

タル株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度

の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、ロードスターキャピタル株式会社及

び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損

益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年２月15日

ロードスターキャピタル株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 井 勇 治 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 井 淳 一 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ロードスター

キャピタル株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第６期

事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2017年1月1日から2017年12月31日までの第6期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役

から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情

報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査室その他の

使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また子会社については、子会社の取締役

と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から報告を受

けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会

決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シス

テム)について、取締役及び内部監査室その他の使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会

社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基

準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の

通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしま

した。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2018年２月27日

ロードスターキャピタル株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 田 中 　 宏 

社 外 監 査 役 有 泉 　 毅 

社 外 監 査 役 上 埜 喜 章 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の 重要課題のひとつと考え、安定配

当の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第6期の

期末配当をいたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金11円といたしたく存じます。

　なお、この場合の配当総額は114,928,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2018年３月30日といたしたく存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　将来の機動的な資本政策の遂行を可能とするため、現行定款第6条の発行可

能株式総数を現行の15,000,000株から40,000,000株に変更するものでありま

す。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）

第6条　当会社の発行可能株式総数は、

15,000,000株とする。

第6条　当会社の発行可能株式総数は、

40,000,000株とする。
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第３号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員(4名)は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、経営体制の強化を図るため2名を増員し、取締役6名の選任をお願いするもの

であります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
( 重  要  な  兼  職  の  状  況 )

所有する当
社の株式数

１

再任

いわ

岩
の

野
たつ

達
し

志
(1973年5月23日)

1996年 4月　㈶日本不動産研究所入社

2000年 4月　ゴールドマン・サックス・リアルティ・

ジャパン㈲入社

2004年 8月　ロックポイント・マネジメント・ジャ

パンLLC入社

2012年 3月　当社設立　代表取締役社長就任(現任)

2014年 5月　ロードスターファンディング㈱代表取

締役社長就任(現任)

1,680,000株

２

再任

もり

森
た

田
やす

泰
ひろ

弘
(1969年1月21日)

1992年 4月　安田信託銀行㈱(現みずほ信託銀行㈱)

入行

1996年11月　㈶日本不動産研究所入社

2003年 1月　ゴールドマン・サックス・リアルティ・

ジャパン㈲入社

2012年 4月　当社代表取締役副社長就任(現任)

2014年 5月　ロードスターファンディング㈱代表取

締役副社長就任(現任)

1,510,000株

３

再任

ジ ェ イ ム ズ ・
ジ エ ン ・ リ ウ
(1972年11月12日)

1995年 8月　Boston Consulting Group in China入

社

2001年12月　Fortinet入社　取締役就任

2003年 9月　UUMe.com設立 CEO就任

2006年 2月　Renren Inc.COO就任(現任)

2014年 3月　当社社外取締役就任(現任)

(重要な兼職の状況)

Renren Inc. COO

-

４

再任

なか

中　
がわ

川　
ゆ

由
き

紀
こ

子
(戸籍上の氏名:
佐 藤 由 紀 子 )
(1972年4月2日)

2001年 6月　ハドソンジャパン債権回収㈱入社

2003年10月　ゴールドマン・サックス・リアルティ・

ジャパン㈲入社

2012年 4月　当社入社

2015年 3月　当社取締役就任(現任)

340,000株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
( 重  要  な  兼  職  の  状  況 )

所有する当
社の株式数

５

新任

かい

貝
づか

塚
ひろ

浩
やす

康
(1965年4月23日)

1989年 4月　カナダロイヤル銀行 東京支店入行

1993年 7月　リチャードエリス社(現CBRE㈱)入社

1999年 3月　ゴールドマン・サックス・リアルティ・

ジャパン㈲入社

2013年11月　ゴールドマン・サックス・アセット・

マネジメント㈱ 不動産運用部長就任

2017年12月　当社入社

-

６

新任

わ

和
なみ

波
ひで

英
お

雄
(1952年5月8日)

1980年 4月　東京国税局入局

2005年 7月　国税庁税務大学校教授就任
 

2007年 7月　東京国税局調査一部特別国税調査官就

任

2008年 8月　税理士登録

2008年 9月　グラントソントン太陽ＡＳＧ税理士法

人(現太陽グラントソントン税理士法

人)常任顧問就任

2009年 7月　税理士法人ﾌﾟﾗｲｽｳォｰﾀｰﾊｳｽｸｰﾊﾟｰｽ(現

PwC税理士法人)入社

2014年 4月　アリックスパートナーズ・アジア・エ

ルエルシー入社

2015年 1月　同社常任顧問就任(現任)

(重要な兼職の状況)

アリックスパートナーズ・アジア・エルエルシー常

任顧問

-

(注)1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. ジェイムズ・ジエン・リウ氏及び和波英雄氏は、社外取締役候補者であります。

3. (1) ジェイムズ・ジエン・リウ氏を社外取締役候補者とした理由は、米国ニューヨ

ーク市場に上場しているRenren Inc.のCOOとして企業経営の豊富な経験と幅

広い見識、特にフィンテックやITの深い知見を有しており、広範でかつ高度な

視点から当社グループの企業活動に有益なアドバイスが期待できる人材であ

ると判断し、引き続き社外取締役としての選任をお願いするものであります。

(2) 和波英雄氏を社外取締役候補者とした理由は、国税局の要職を歴任され、ま

た、国税庁税務大学校教授及び税理士としての職務経験から財務及び会計に精

通し、業務及び会計監査に関する充分な見識を有しており、同氏に企業経営の

経験はないものの、顧問の立場から企業経営を支援してきたことから、当社経

営体制の一層の強化・充実を図ることを期待できる人材であると判断し、社外

取締役としての選任をお願いするものであります。
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4. ジェイムズ・ジエン・リウ氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締

役としての在任期間は、本総会終結の時をもって4年となります。

5. 和波英雄氏の選任が承認された場合は、当社は同氏との間で会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予

定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、年額報酬の2年分の合

計金額又は法令の定める 低責任限度額とのいずれか高い額とする予定です。な

お、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

6. 和波英雄氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、本議

案が可決され社外取締役に選任された場合、独立役員として届け出る予定でありま

す。
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第４号議案　取締役の報酬額内訳改定の件

　当社の取締役の報酬額は、2017年6月15日開催の臨時株主総会において、年額

200百万円以内(金銭報酬180百万円以内・非金銭報酬20百万円以内)と決議いただ

き今日に至っておりますが、第３号議案における社外取締役の選任や諸般の事情

を考慮いたしまして、取締役の報酬額を年額200百万円以内(金銭報酬180百万円以

内(うち社外取締役分20百万円以内)・非金銭報酬20百万円以内)と改めさせていた

だきたいと存じます。

　なお、現在の取締役は4名(うち社外取締役1名)でありますが、第３号議案が原

案どおり承認可決されますと、取締役は6名(うち社外取締役2名)となります。

以　上
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メ　　モ



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都中央区京橋三丁目１番１号

東京スクエアガーデン　５階　東京コンベンションホール

TEL 03－5542－1995

交通　ＪＲ東京駅　　　　　　　　八重洲南口より　徒歩約５分

東京メトロ銀座線京橋駅　　３番出口直結


